
１．研究の背景
　2014年6月に学校図書館法が一部改正され、学
校司書が法律に明記され、その配置について努力義
務を求める内容が追加された。併せて、その資格に
ついても検討を求める附則も明記された。その結果
として「学校司書モデルカリキュラム」が導入され
た。
　しかし、名称は明記されたものの、配置は努力義
務、その採用のあり方までに踏み込んだ改正とはな
らなかった。骨子案が発表されてからは非正規採用
が固定化されてしまうことなど、この改正には市民
や現場の学校司書が懸念や意見を表明している。1）

　中村百合子は改正直前の2014年1月学校図書館
を考える全国連絡集会において「言動を団体で、個
人で戦略的に組み立てることが必要」と述べてい
る。2）中村が図書館の自由を含めて図書館の立場を
社会に理解してもらう際の言動の内容と戦略的な組
み立ての必要性を述べたものである。
　中村の見解を援用して考えてみると、学校図書館
団体や市民団体はその意見や主張を法律や政策に反
映させたいと考えるならば、その言動の内容を再検
討し、戦略を立てることが必要であると考える。そ
のためには政策はどのような要因や条件で実現する
のかをまず理解することが肝要である。

２．研究の目的
　2014年の学校図書館法一部改正は学校司書の専
門性を明記し、その採用や環境を改善する絶好の機
会であった。しかし結果的には不十分な改正に終
わっている。なぜ学校司書や学校図書館団体の主張
は反映されなかったのか。政策過程論の観点から批
判的に考察することが本研究の目的である。
３．先行研究
　今井福司は法律改正前後の動きを学術団体の動向
も含めて全体像を明らかにしている。3）米谷優子は
配置の努力義務に止まった法律改正を批判し、自治
体間格差、「知る自由」、校長のマネジメント、養成
や研修等の課題を明らかにしながら、学校図書館に
ついての共通理解の必要性を提言している。4）今井、
米谷の論稿は法律改正の前後におけるアクターの動
向を簡潔にまとめており改正前後の動向を把握する
際に有効である。
　吉澤小百合は専門職養成制度の構造をパワーポリ
ティックスの観点から研究している。2014年の改
正については、文字活字の振興や読書活動の推進を
掲げる企業や市民セクターの台頭に言及し、今後他
セクターへ与える影響について論じている。5）本研
究では吉澤の結論に基づき、企業や市民セクターの
台頭に注目し、調査研究を実施した。
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国や関連団体との比較、状況があるカテゴリーの問
題として定義されることである。11）

政策の流れ
　選択肢、提案、解決は政策コミュニティで生まれ
る。そのコミュニティには専門家、議員、職業官僚
等が含まれる。この中で様々な政策案が作成され
る。そして技術的実行可能性、価値受容性、政治家
の受容性や予算上の説得力という基準を満たすと生
き残りの可能性が高くなる。12）

政治の流れ
　問題認識や政策提案とは独立して、政治的な出来
事は独自の動きを見せる。例えば、選挙で選ばれた
新政権が何を考えているのか、何を提案するかに
よって、アジェンダの優先順位が大きく変わる。13）

3つの流れの合流
　「3つの流れが合流すること」とは、1）公選公
職者が解決すべき問題であると認識していること

（問題の流れ）。2）公選公職者の優先する政策や政
治理念と合致すること（政治の流れ）。その際に解
決可能な政策が提案されていること（政策の流れ）。
少なくとも問題であると公選公職者が認識しなけれ
ば、政府アジェンダにはならない。さらに提案され
た政策案がその時の政権の政策と合致していなけれ
ば決定アジェンダには昇格することはない。つまり

「政策の窓モデル」の3つの流れのうち、とくに重
視されているのは、問題と政治の流れであると言え
る。
　このモデルでは問題、政策、政治と明確に切り分
けて分析を行い、その3つの流れがどのタイミング
で合流するのかということを明らかにすることがで
きる。これによって、政策決定のタイミング並びに
その時の諸条件を考察することができる。
5.研究の方法
　政策過程の事例分析の手法に沿って、改正に関
わったアクターとその行動や主張について、国会会
議録、雑誌・新聞記事を調査し、明らかにする。国
会審議の過程における発言については質的データ分
析法を用いて、発言の傾向を分析する。
6.政策過程（P.90表4参照）
6.1　文字・活字文化振興機構（以下、文字・活字機構）

４．研究の枠組み
　本研究は吉澤と同じように団体の動向を中心に研
究を進めていくが、筆者は政策形成論、特に公共政
策論の立場から考察することで2014年の学校図書
館法一部改正のプロセスやその要因を明らかにし、
その条件の理解を促進することができると考えてい
る。
　本研究ではキングダン（John W. Kingdon）の「政
策の窓モデル」6）を援用する。これは「他の主題が
無視される一方、ある主題が政府アジェンダになる
のはなぜか、政府内やその周辺の人々が他の選択肢
を犠牲にしてある選択肢に真剣な注意を払うのはな
ぜか」7）という問いに対する研究である。要するに、
なぜ、あるテーマや政策が注目されたり、採用され
たりするのかという問題意識に基づいたモデルであ
る。
　政府アジェンダとは「政府の公職者や政府の外側
でこれらの公職者と密接に連携する人々が、特定の
ときに、かなり真剣な注意を払う主題や問題のリス 
トのこと」。8）これは多く政策案の中で将来、採用さ
れる可能性のあるリストをいう。そして決定アジェ
ンダ（主題や問題のリストのなかで決定的な選択
肢）9）に昇格するタイミングとして問題、政治、政
策が合流するときであるとする。その状態を「政策
の窓が開く」と表現する。その開いている状態とい
うのはわずかな時間であり、その間に政策を提案し
なければ実現の可能性は低くなるという。
　現在、政策決定のタイミングや条件について考察
する際の分析モデルとして教育政策やその他分野で
援用されている。10）

　本研究では前述した理由からキングダンの「政策
の窓」というモデルを考察に使用する。
問題の流れ
　問題とは、解決すべき状況があり、その状況を公
選公職者が変えるべきであると信じるようになって
初めて問題として定義され、アジェンダに昇格する
機会を得る。その条件とは、体系的な指標が状況に
大きな問題があることを示す、大きな事件や出来事
の発生、既存の政策や事業を実施する最中に解決す
べき状況がある場合、重要な価値に反する状況、他
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会への問題提起をおこない、学校司書法制化への雰
囲気づくりを行った。
6.4　政治の流れ
　2012年7月活性化協の役員会において「学校司
書の法制化を急務とし、学校図書館法改正を早期に
進める方針」を表明した。18）改正案の素案を作成し、
各政党の合意を得ること、今国会中の議員提案を視
野にいれている。
6.5　政策の流れ
　この意見表明後、相次いで活性化協、学校図書館
団体や学会がシンポジウムを開き、学校図書館職員
に関する議論を展開している。
6.5.1　「学校司書の法制化を考える全国の集い－学
校図書館の活性化をめざして」の開催（2010.10.10）
　子ども未来議連、活性化協、文字・活字機構が
主催した。これには現場の学校司書や関心をもつ
関係者が多く集まり、活発な議論が展開された。19）

活性化協の河村会長は学校司書の予算措置を継続す
るためにも学校司書を法制化する必要性を主張して
いる。20）予算措置とは2012年度から始まった「学校
図書館担当職員の配置のための地方財政措置」（約
150億円/年度）21）のことである。
　この会合には学校図書館を考える全国連絡会（以
下、全国連絡会）、全国学校図書館協議会（以下、
全国SLA）、日教組学校図書館部会、日本高等学校
教職員組合、学校図書館問題研究会（以下、学図研）
が参加し、それぞれ意見を表明した。表2にその意
見の概要をまとめた。
　5団体のうち全国SLAと日教組が、学校司書は

「教育職」であることを強調している。逆に学図研
は司書資格の必要性を述べており、上記2団体とは
一線を画している。学校司書の重要性を指摘してい
るのは5団体共通しているものの、専門性の内容に
ついては意見の一致が見られない。
6.5.2　日本図書館情報学会LIPER3プロジェクト
　学校図書館専門職員のあり方をテーマに塩見昇
氏、根本彰氏の講演および意見交換を開催した。学
校図書館の歴史を踏まえて、学校図書館の専門職像
を共有することが目的である。
　このシンポジウムでは、改正や政治へのアピール

　この団体は出版、新聞業界、有識者が中心となっ
て2007年10月に設立された。その設立趣旨として
子どもの読書活動の推進に関する法律（2001）およ
び文字活字文化振興法（2005）を具体化する団体と
して設立され、文化や歴史の基盤である日本語を理
解し、表現力や思考力をもった人材の育成を目指し
ている。14）

6.2　学校図書館活性化協議会
　文字・活字機構が学校司書法制化を目指す動きを
見せたのは2011年である。2010年の国民読書年に
関わる運動や行事を開催し、読書への関心を盛り上
げ、政治を取り込んだ運動を開始する。それが「学
校図書館活性化協議会」（以下、活性化協）である。
会長は川村建夫衆議院議員、幹事には衆参両院の超
党派の議員が参加している。構成団体として「子ど
もの未来を考える議員連盟」（以下、子ども未来議
連）、文字・活字機構、学校図書館整備推進会議15）

（以下、整備推進会議）が加盟している。
　活性化協は「学校図書館活性化のための活動計画
をについて」を2011年6月に発表している。その
なかで国会、自治体の政策課題として学校司書の全
校配置を掲げている。16）

6.3　問題の流れ
　活性化協は何を政策上の問題としていたのであろ
うか。主唱者の一人である肥田美代子（文字・活字
機構理事長）は「言語力の低下」を問題視しており、
指標としてOECDのPISAにおける日本の順位低下
を掲げている。17）活性化協の活動計画では学校教育
における読書活動の推進、蔵書拡大、新聞配備、電
算化、学校図書館法の再改正として小規模校への司
書教諭配置とともに学校司書の法制上への位置づけ
を求めている。同時に2011年〜2012年にかけて実
施される新学習指導要領では「言語活動の充実」「学
校図書館の計画的活用」を盛り込まれている。関係
者が問題提起しやすい雰囲気が醸成されていた。
　 そ の 後2011年10月 以 降、「 学 校 図 書 館 げ ん き
フォーラム」と称する学校図書館の振興をテーマに
したシンポジウムが国内各地で連続開催された。主
催は活性化協、活字文化推進会議である。主管は読
売新聞社である。メディアを味方につけて、一般社
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等の指導に関する支援」「特別活動の指導に関する
支援」「情報活用能力の育成に関する支援」に分類さ
れている。23）これは学校司書の教育指導への関わり
を専門性の中核に据えたものであり、資料の提供や
読書推進活動中心の学校司書像の変化を迫る内容に
なっている。
6.6　骨子案の提示
　2013年6月子ども未来議連の総会が開かれ 「学
校図書館法の一部を改正する法律案（仮称）骨子案」
提示された。
　一　学校司書
1　学校には、司書教諭のほか、児童又は生徒及び
教員による学校図書館の利用の一層の促進を図るた
め、専ら学校図書館の職務に従事する職員（２にお
いて「学校司書」という。）を置くよう努めなければ
ならないこと。
2　国及び地方公共団体は、学校司書の資質の向上
を図るため、研修の実施その他の必要な措置を講ず
るよう努めなければならないこと。
　二　施行期日
この法律は、〇〇〇から施行すること24）

はなかったものの、学校図書館法の改正過程につい
て批判的な意見も見られる。22）

6.5.3　学校図書館担当職員の役割及びその資質の向
上に関する調査研究協力者会議（2013.8～2014.3）
　この会議は文科省に設置された。メンバーは大学
の研究者、学校および学校図書館の関係者である。
翌年の2014年3月に「これからの学校図書館担当
職員に求められる役割・職務及びその資質能力の
向上方策等について」（報告）（以下、役割と資質に
関する報告書）を発表した。報告書では学校図書館
は学校教育を支援すると位置づけている。さらに
読書センター、学習センター、情報センターの3つ
の機能を定義した。そして学校図書館担当職員（学
校司書）の職務ついては、以下のとおりに整理定義
された。①児童生徒や教員に対する「間接的支援」
に関する職務②児童生徒や教員に対する「直接的支
援」に関する職務③教育目標を達成するための「教
育指導への支援」に関する職務③については「教科

表1「学校司書の法制化を考える全国の集い」（2012.10.10）
における意見

表2　骨子案に対する意見
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説得するだけの根拠は十分に示されてはいない。
　両院の委員会では日本共産党が学校司書配置の定
数化や自治体への助成を含む修正案を提出している。
　しかしこれについての質疑は行われず、賛成少数
で否決されている。

　骨子案については日本図書館協会（以下、日図協）
を始め、学図研、全国連絡会やその他の団体それぞ
れが意見を発表している。25）その内容を表2にまと
めた。
　日図協と学図研は学校司書が「専門的職務を掌
る」、司書資格の必要性を強調しているが，ほかの
2団体は新たな「学校司書」資格の必要性を述べて
いる。法制化直前の段階においても専門性について
の共通見解を国会議員の前においても示すことはで
きていない。
6.7　政府アジェンダへの昇格
　子ども未来議連主催の2014年3月18日「学校図
書館法改正緊急集会」が開催された。主催は子ども
未来議連、文字・活字機構であり、250名あまりが
参加した。すでにこの時点で国会審議に上がること
が確実な状況であり、会議には文部科学省から担当
官が参加した。26）

　2014年5月22日には学校図書館議員連盟実務者
協議会が開かれ図書館団体からのヒアリングが実施
されたこれには議院法制局、文科省担当者も出席し
ている。
6.8　国会の審議
　表3は衆参の委員会における質疑の発言を質的
データ分析法によって分析し、論点をキーワード
で表現し、その出現回数をカウントしたものであ
る。27）

　衆院文部科学委員会では「資質能力」、「読書の有
効性」を論じる発言が多く、次に「専門性」が続い
ている。しかし，それぞれ3つのキーワードについ
て深く議論しているわけではなく、専門性の具体的
な内容について言及する発言者はほとんどいなかっ
た。
　参院文教科学委員会では、「専門性の内容」につい
て言及する発言回数が最も多かった。実際の発言は

「本についての専門的な知識や造詣」、「授業に必要
な資料の紹介」、「学校司書の専門知識に関する意見
の多様性」、「図書館の運営に関する専門知識、図書
館学やその資格」、「学校図書館に図書館としての機
能をもたせる」である。それぞれ専門性の内容には
関係しているものの、他の国会議員や文部科学省を

木内公一郎：2014年における学校図書館法改正過程

表3　国会審議における発言の傾向
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ある国会議員への働きかけを意識して行ったことが
第一の要因である。
　教育改革への関心の高まりと新しい国際的な指標
が注目され、日本の児童生徒の学力低下への懸念が
高まり、文字・活字機構がそれを問題として国会や
社会に訴えかけ、賛同を得られたこと。学校司書の
法制化は学校図書館の利用を促進し、学校図書館の
整備が進展するという主張を展開したこと。国会議
員は法制化を実現することで，政策実績として認め
られることを理解していたこと。2012年は政治的
には早期の総選挙を求める意見もあり31）、国会議員
は出版や新聞業界からの支持を期待して選挙戦への
備えとして考慮していた可能性もある。
　一方で学校図書館団体はそれぞれの主張は表明し
てはいるものの、学校司書の専門性については団体
ごとに異なっており、法律案に入れる段階ではない
ことを国会議員に示すことになった。
　一連の法改正では、各団体からの意見は附則の形
で資格についての検討を求める条文が入ったもの
の、学校司書の配置や採用の不安定性を解消するま
でには至らなかった。主導していたのは活性化協と
前者の有力な構成員である文字・活字機構である。
政策の窓は読書の推進、文字活字文化の再生を通じ
て、出版業界、新聞業界の利益を確保する方向に開
かれたものであると見られる。
　政策の窓が開かれたのは、2012年7月の活性化
協による法制化表明以降であると推定される。
　図1は3つの流れの要点を整理し、図式化したも
のである。学校図書館をカテゴリとする政策の窓は

７．考察
7.1　利益集団としての文字・活字機構
　利益集団とは、業界団体が中心となって結成さ
れ、政府や議会に働きかけて政策を実現させる力
をもつ団体である。圧力団体ともいう。28）キングダ
ンは利益集団について、党派色が薄く、選挙の際に
注目されにくい政策領域ほど利益集団の重要性が増
すと述べている。29）文字活字文化の振興や読書推進
活動について党派色はなく、選挙の争点になりにく
い。多くの関係者にとってこの問題に取り組むメ
リットを見出したと考える。その関係者とは読書や
教育問題に取り組む政治家、文字活字の振興を通し
て、出版文化や産業を守ろうとする業界団体などで
ある。政治的には基本的にこの問題には反対勢力が
いないので、比較的労苦なしで法律を改正すること
ができる上、政治家にとって政策上の功績になる。
そのため、学校図書館団体が指摘する問題点は先送
りし、法律の改正を優先したのであろう。問題と政
治の流れが一致したと言える。
7.2　図書館団体
　これらの団体は活性化協や議員連盟の会合におい
て、直接要望を述べる機会が複数回あった。それぞ
れの団体が1校1名の専任制、専門職としての扱い、
正規採用を求めている。しかし、それぞれの主張の
根拠を示すことはできていない。
7.3　学術団体
　学校図書館職員をテーマにした日本図書館情報学
会（6.5.2参照）や筑波大学の研究会30）がそれぞれシ
ンポジウムを開催している。研究者や学校図書館関
係者が多数参加し、それぞれの立場から積極的な
議論を行っている。しかし、国会や議員に対してア
ピールするという行動は見られない。学術的な交流
会という性格もあるが、改正が視野に入っている時
期を考慮するとなんらかの形で国会や文部科学省へ
働きかけやアピールをする可能性もあったと思われ
る。
7.4　学校図書館法一部改正実現の要因と条件
　利益集団である文字・活字機構がその組織発足時
から学校図書館の改善を通じて、読書文化、活字文
化の振興を図る意図を持って行動し、公選公職者で 図1　3つの流れと合流
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提案したい。
　日本図書館情報学会のシンポジウム、筑波大学の
研究会では研究者や現場の学校図書館関係者が参加
し、様々な立場から活発な意見交換が行われた。こ
のような場を増やし、徐々に意見の集約を図ること
が大切なのではないだろうか。シンポジウムなどの
会議の形式や議論の進め方自体を見直す必要がある
と思われる。
９．今後の課題
　学校図書館法改正後の政策過程について、関係者
の動向を含め明らかにする予定である。（了）
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表4　改正過程




